２０１４年７月３０日
障がい者差別解消にむけたガイドラインと相談・紛争解決の体制について
１　障がい者差別解消ガイドラインの機能
１．ガイドラインの実効性の必要性

　１）障害者差別解消法に定める差別禁止と合理的配慮を具体的に示すガイドラインが必要です。

　２）ガイドラインは法律（条例）に基づく実効性を担保する必要があります。

２．現状と問題点

　１）障がい者差別に関する啓発文書のみでは紛争（対立）を解決するための実効性がありません。

２）紛争（対立）した場合には法律（条例）違反になるかどうかの明確な判断が必要になります。

　　　　例：利用拒否の美容店と行政・相談機関との話し合いでは法律違反かどうかが問われた。

　３）利用者などに対して、法律（条例）に基づく明確な基準があるほうが説明しやすくなります。

　　　　例：家主からの意向で宅建業者が障がい者の入居を拒否する事案
３．求められるガイドラインの法規範性

　１）不当な差別的取扱いの基準を法律（条令）違反の基準とします。

　２）合理的配慮の不提供の具体的な基準を努力義務の基準とします。

　　　　例：障害者雇用促進法に基づく差別・合理的配慮の指針に関する研究会報告

男女雇用機会均等法に基づく性差別指針

２　相談・紛争解決のための体制整備
１．紛争解決の仕組みの必要性

　１）障がい者差別のガイドラインに基づく話し合いでの解決が求められます（自主的な解決）。

　２）ガイドラインによる話し合いでは解決しない場合の解決の仕組みが求められます。

　　①障がい者のサービス利用拒否の理由が正当な理由にあたるのかどうか。

　　　　例：車イス障がい者の美容店の利用拒否を、利用者の安全の観点から行ったとする事案
　　②障がい者が話し合いを求めてもそれに応じない場合はどうするのか。

　　　　例：乗車拒否したまますぐに走り去るタクシーの事案
　　③利害が対立する場合にどうするのか。

　　　　例：鉄道駅の無人化という営業方針と障がい者の安全な利用とで対立する事案

　　④影響が広範囲に及ぶ場合にどうするのか。

　　　　例：療育手帳を持つ障がい者に対する医療保険加入の拒否を行う内規がある事案

　　⑤継続性がある場合にどう対応するのか。

　　　　例：保育園や学校での校園外行事に参加させてもらえるかどうかの話し合いの事案
３）司法的解決までの間に簡易迅速な裁判外紛争解決の仕組みが必要になります。

２．相談・紛争解決の現状と問題点

　１）既存の相談機関では、相談は受けられても相手側への調整を行う権限がありません。

例：利用拒否の美容店に行政と相談機関が話し合いをしてもお願いしかできなかった事案
　２）障害者差別解消支援地域協議会には、個別紛争を解決する機能はありません。

３．求められる相談・紛争解決の体制
　１）相談および調整の機能　→市町村相談員と広域相談員の配置が必要です。

　　①相談者に寄り添った相談支援…ピアカウンセリング、コミュニケーション支援ができる相談

　　②相手側との話し合いと調整…調整の権限を相談員に与える

　　③障がい者差別に関する相談に対応できる相談員の人材養成
　２）助言およびあっせん等の機能　→公正・中立的な第三者機関の設置が必要です。

　　①機能…第三者機関としての助言、あっせん、（仲裁、裁定）
　　②体制…障がい当事者、事業者、学識経験者、相談関係機関

　３）実効性の担保

　　①知事の権限…調査権、勧告または公表

　　②府庁内体制…全部局の連携、横断的な人権部局の役割

　　事案の相談　　　　助言あっせん　役割：＊障がい者が訴える権利を保障
　　↓　　　　　　│　　　│　│　
　　地域相談員　　│　　　│　│　構成：市町村配置、障害者相談員・人権相談員等に委託
　　│　　　↑　　│　　　│　│　役割：助言・調整・通告等　＊調整の役割と権限を付与する
│　　　↓　　↓　　　│　│　　　　　＊相談者の立場で相談に対応する
　　│　広域専門相談員　　│　│　構成：府配置
　　│　│　　　　↑　　　│　│　役割：地域相談員への指導・助言、調整委員会の調査
│　│　　　　↓　　　↓　│　　　　　＊相談者の立場で相談に対応する
　　│　│　　　調整委員会　　│　構成：障がい当事者、学識経験者、事業者、相談機関等　
│　│　　　│　　↑　│　│　役割：助言・あっせん調査、勧告建議、調査審議
　　│　│　　　│　　│　↓　↓　　　　　＊公正・中立的な立場で事案に対応する
　　│　│　　　│　　　知事　　　役割：調整委員会審理依頼、勧告・公表、訴訟費用援助
　　↓　↓　　　↓　　　　　↓
　　　　　　解　　　決　　　　　
３　条例制定の必要性
１．条例制定の必要性

１）障がい者差別解消法の不十分さを補完する条例が必要です。

　①不当な差別的取扱いの具体的な内容が明記されておらず、ガイドラインに委ねられています。

　②既存の相談機関での対応とされており、紛争の解決のための実効性ある機関が必要です。

２）他の都道府県では次々に障がい者差別解消のための条例が制定されています。
　３）大阪府には大阪府人権尊重の社会づくり条例があり、人権擁護施策の具体化が求められます。

２．条例の役割

　　①不当な差別的取扱いおよび合理的配慮の不提供の内容を条例で明確にします。

　　②障がい者差別解消のガイドラインを条例に基づく指針（基準）とします。

　　③障がい者が差別事案を訴える権利を保障することを条例で明確にします。
　　④相談に調整の権限を付与することを条例で定めます。

　　⑤紛争解決機関に助言、あっせん、（仲裁、裁定）の権限を付与することを条例で定めます。

　　⑥知事に勧告・公表の権限を付与することを条例で定めます。
　　⑦障がい者差別のない社会づくりへの意識を高める啓発等の役割を行政の責務として定めます。
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